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■第 1号議案 平成 29 年度事業報告書■ 

 

■事業実施期間 平成 29 年 4月 1 日から平成 30 年 3 月 31 日まで 

 

１ 事業の成果 

平成 29 年度の事業は、佐賀県、佐賀市などから中間支援の強化、指定管理者等の事業を受託、中間支援組織

として、県内の市民活動団体へ運営支援、連携・協働に関する事業活動を展開、県民一人ひとりが主体的に

地域の未来を担い合うための仕組みをつくり、地域で支え合う社会の実現に取り組みました。 

 

２ 事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

事 業 名 

(定款に記載

した事業) 

具体的な事業内容 

(A)当該事業の実

施日時 

(B)当該事業の実

施場所 

(C)従事者の人数 

(D)受益対象

者の範囲 

(E)人数 

事業費の金額

(単位：千円) 

市民活動に関

する学習及び

情報収集提供 

佐賀県が県内市町に配置する

「さが地域ッズサポーター

（地域おこし協力隊）」（以下

「サポーター」という）の活

動支援。また、県内市町が配

置している地域おこし協力隊

を含めた スキルアップ支援

の人材育成や相互のネットワ

ーク構築支援を図り、県内で

活動するサポーター及び協力

隊のサポート体制を整えるこ

とも併せて実施しました。 

(A)通年 

(B)佐賀県内  

(C)3 人 

 

(D)佐賀県内

CSO 及び佐賀

県民 

(E)3,000 人 

12,766 

市民活動に関

す る 普 及 啓

発、相談及び

助言 

地域の皆でつくる「住む人」

にも「来る人」にも優しい

TOJIN 茶屋を目指し、唐人町

商店街振興組合との共同事業

体として連携運営、4 半期毎

の運営会議、イベント等の会

議、2階貸館・3階入居者の勧

誘、まちなかのコミュニティ

づくりに関する取り組み、指

定管理者制度に関する相談、

施設の管理運営の協力、申

請・報告を行いました。 

(A)通年  

(B)佐賀市 

(C)3 人 

 

(D)佐賀県内

CSO 及び佐賀

県民 

(E)3,000 人 

11,897 
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市民活動を行

う者同士及び

公共部門又は

民間営利部門

との連携 

街なかの既存又は今後整備さ

れるハードを有効に活用しな

がら地域の価値の維持と魅力

の向上を図るため「官」と「民」

がそれぞれの役割を認識し、

一丸となって主体的に取り組

むための「佐賀市中央大通り

再生計画」に基づく７つの戦

略を掲げ、それぞれの戦略ご

とにプログラムを実践、エリ

アマネジメント会議やイベン

ト等を開催しました。 

市民活動に関心ある民間営利

部門との連携により、佐賀県

の「NPO 等を指定したふるさ

と納税」を実施、県内問わず

ふるさと納税を入口に市民活

動に参加する機会を創出しま

した。 

(A)通年 

(B)佐賀県内 

(C)3 人 

 

 

 

 

(D)佐賀県内

CSO 及び佐賀

県民 

(E)3,000 人 

 

6,720 

 

 

 

市民活動に関

する調査研究

及び政策提言 

公共サービスの質の向上や県

民満足度の向上、住民自治の

実現を目指す「CSO 提案型協

働創出事業」について、CSO

の事業提案書作成から、提案

先とのコーディネートを実施

しました。 

地域の持続可能な未来のため

に、子どもの居場所づくりや

ネットワーク形成を図るた

め、子どもの居場所に関する

あり方のリサーチや意見交

換・講演会開催を行い、民間

主導の持続可能で自立した仕

組みづくりに向けた取り組み

を行いました。 

(A)通年 

(B)佐賀県  

(C)3 人 

 

(D)佐賀県内

CSO 及び佐賀

県民 

(E)3,000 人 

 

5,553 

(2) その他の事業 事業実施計画無し 


